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１．計画策定の背景と目的 

(1) 計画策定の背景 

全国的な人口減少・少子高齢化の進展に伴い、都市の低密度化による都市機能の低下、公共

施設の維持・更新に係る費用負担の増大、地域の産業・文化等の担い手不足などのさまざまな

問題が深刻化する中、厳しい財政状況下にあっても持続可能な都市経営を可能にするための対

策が大きな課題となっています。 

本町においては、これらを踏まえ、「第８次那須町振興計画」を総合的な施策の指針とし、

個別計画である「那須町都市計画マスタープラン」に基づき、都市計画部門の取組を進めてい

ます。 

上記の全国的な課題と本町の都市計画課題に加え、近年の社会・経済動向の変化にも対応し

た取組とするためには、持続可能な取組に向けて有効とされているコンパクト・プラス・ネッ

トワークの都市構造により、効果的・効率的に進めることが必要となります。 

 

 

●人口減少・少子高齢化

がもたらすさまざまな

影響により、都市にお

ける生活サービス機能

の低下、都市基盤等の

維持・管理コストの増

加などの負の連鎖が生

じ、最終的には都市の

持続性の低下という深

刻な事態をもたらす懸

念があります。 

 

 

● 都市計画マスタープランが「那須町版コンパクトシティ」として目

指す、市街地と別荘地・集落の環境を守りながらネットワークによ

り生活利便性を確保できる都市構造・都市環境づくり。 

● 黒田原地区における中心市街地としての活力・魅力あるまちづくり。 

● 湯本地区における安全な市街地づくり、観光商業地としての魅力あ

るまちづくり。 

● 広大な町域において市街地・別荘地・集落の生活利便性と、観光拠

点等における移動環境の確保。 

● 山岳地帯、丘陵、河川等の自然条件を踏まえた水災害・土砂災害に

対する防災機能の確保（安全な都市環境の確保）。 

 

 

 

 

  

人口減少・ 

少子高齢化の 

影響 

 

町の 

都市計画課題

への対応 

都市計画マスタープランの具現化を図る立地適正化計画制度の導入・運用、コンパクト・

プラス・ネットワークの都市構造実現による持続可能な都市づくりに向けた取組が必要 

地域の行事・
文化等の担い
手の減少 

買物等の生活
利便性の低下 

企業・店舗等
の町外移転、
働く場の減少 

中心市街地の
活力の低下 

インフラの
維持管理の
停滞、 

防災環境の
悪化 

公共交通の 
利便性の低下 

空き家・空き地
の増加、景観・
防犯環境の悪化 

都市の 

持続可能性の

低下 
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(2) 計画策定の目的 

本町においては、都市計画マスタープランに基づき集約的都市構造（コンパクトシティ）の

形成に向けた事業・施策等に取り組んでいます。 

しかし、近年の急激な人口減少・少子高齢化に伴う諸問題に加え、頻発化・激甚化する自然

災害など、都市計画を取り巻く課題はますます複雑化・多様化し、その対応が急務となってい

ます。 

そこで、平成 26 年に都市再生特別措置法改正により創設された「立地適正化計画制度」の

導入により、本町における都市計画の取組の継続性を確保しながら、次代に引き継ぐ持続可能

な都市づくりの方針・方策を明確化します。 

そのため、都市再生特別措置法、都市計画法における規定に則るとともに、関連する施策分

野との整合・連携を図った上で、立地適正化計画に定める項目を策定します。 

 

【本町における都市計画の主な取組】 

 

 

・昭和９年：旧那須村全域、昭和 50年：大字富岡の一部を追加 

・その後、湯本・高久地区における都市計画道路等の決定 

・昭和 51年：湯本地区を下水道区域に決定 

 

 
・那須町の将来像（グランドデザイン）の作成 

・都市計画区域の整備、開発又は保全の方針の作成 

 

 
・湯本地区の用途地域・準防火地域及び都市計画道路（名称変更） 

・黒田原地区の用途地域・準防火地域及び都市計画道路（平成９年に黒

田原地区を下水道区域に追加） 

 

 
・都市計画法第 18条の２に基づく都市計画の方針の策定 

 

 

・計画策定後 10年の中間目標年次における見直し 

 

 
・役場周辺の道路整備に伴う道路網の見直し 

 

 
・平成 15年の計画策定から 20年の目標期間経過に伴う計画の改定 

 

 
・都市計画マスタープランの具現化による持続可能なまちづくりに向け

た基本方針・実現方策等の策定 

 

  

『都市計画区域の決定』（26,044ha）昭和９年、昭和50年、昭和 51年 
 

『那須町都市計画基本計画』（平成４年度） 

『用途地域・都市計画道路の都市計画決定』（平成６年度） 
 

『那須町都市計画マスタープラン』（平成 15年度） 

『那須町都市計画マスタープラン(中間見直し）』（平成 24年度） 

『都市計画道路の廃止（黒田原地区３路線）』（平成 24年度） 

『那須町都市計画マスタープラン』（令和２年度改定） 

『那須町立地適正化計画』＊令和８年度策定 
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２．立地適正化計画について 

(1) 立地適正化計画制度創設の背景 

人口減少・少子高齢化と拡大型まちづくりにより生活サービスや公共交通の維持が困難とな

る中、まちづくりの方向性を転換し、持続可能な都市を目指して制度が創設されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) コンパクト・プラス・ネットワークについて 

立地適正化計画制度においては、近年の持続可能な都市づくりにおいて有効とされるコンパ

クト・プラス・ネットワークの都市構造を提唱しています。 

これは、都市全体の観点から、都市機能の立地や居住、公共交通に関し、公共施設再編、公

有財産の有効利用、医療・福祉、子育て、市街地活性化、空き家対策、防災等の関連施策との

連携を図り、相乗効果を発揮させながら実現を目指すものです。  

 
《これまでのまちづくり》  

 ・人口増加を想定した拡大型のまちづくり 

 ・行政による都市インフラ整備 

 ・土地利用規制・誘導による管理 

《今後求められるまちづくり》 

 ・人口減少や民間の投資意欲の低下を想定したコンパクトなまちづくり 

 ・福祉・子育て・医療・商業等の生活サービス機能の維持 

 ・必要性・財政状況等を踏まえた効率的な都市インフラの維持 

 ・柔軟性・持続可能性・官民連携・地域主体性を重視したまちづくり手法 

平成 26年の都市再生特別措置法改正により「立地適正化計画制度」創設 

都市の拠点において「居住誘導区域」と「都市機能誘導区域」を設定し、公共交
通と連携したコンパクトで持続可能な都市構造の実現に向け、公共施設に加え住
宅・医療・福祉・商業等の民間のサービス施設も対象に誘導を図るための制度。 

 

限られた資源の集中的・効率的な利用により持続可能な社会を実現 

コンパクト・ 

プラス・ 

ネットワーク 

持続可能な 

都市経営 

高齢者の生活 

子育て環境 

都市再生 

市街地活性化 

公共交通維持 

安全・安心な

生活環境 
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【コンパクト・プラス・ネットワークを巡る誤解と正しい認識】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人口が減少する

地方都市の縮退

や地方経済の衰

退を招くのでは

ないか。 

《「密度の経済(＊)」の発揮による活性化》 

生活利便性の維持・向上を図りつつ、サービス産業の生産

性向上等を通じて地域経済の活性化を目指します。 

＊密度の経済：サービスの利潤は利用者数により左右されるため、サ
ービス施設は多くの利用者を見込める人口密度が高い地域に立地
することで生産性や存続の可能性が高まる。行政サービスは人口密
度が高くなるほど１人当りの歳出が低下して効率性が高まる。 

都市の中心拠点

への一極集中を

目指すのか。 

《多極型の都市構造の実現》 

中心拠点だけでなく、生活の拠点を含めたエリアを結びな

がら都市全体の持続を図る「多極ネットワーク型」の都市

構造を目指します。 

全ての人口を一

定のエリアに集

約させるのか。 

《地域特性に応じた集約・居住環境確保》 

誘導により一定のエリアで人口密度を維持しますが、市街

地周辺や農村部においても地域の特性に応じた居住環境

(＊)を確保します。 

＊農業従事者が農村部に居住するといった合理的な場合など。 

市街地周辺や農

村部での居住を

規制して強制的

な集約を進める

のか。 

《政策的な誘導支援》 

ライフスタイルにおける居住に関するタイミング(＊)で誘導

を支援する政策を講じながら時間をかけて誘導を図ります。 

＊住居の建て替え・購入・売却、結婚・就職・独立・同居等の、転居

の可能性を検討する時。 

誘導を図るエリ

ア以外は放置さ

れて地価などの

地域格差が生じ

るのではないか。 

《長期的取組による都市全体の底上げ》 

誘導策を講じながらの長期的な取組であり急激な変動は見

込まれず、市街地の地価の維持・上昇などによる都市全体

の地価水準の底上げなどの波及効果が期待されます。 

目的・意義を理解した上で将来都市構造実現に向けた取組の推進が必要 
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【コンパクト・プラス・ネットワークのイメージ】 

 

 

 

  

駅・主要公共施設周辺の便利

で暮らしやすい環境を守る 

集落の環境を守り

公共交通で市街地

と結ぶ 

災害リスクの高い

地域の誘導を抑制 

便利な環境を利用

しやすいエリアへ

の居住の誘導 

サービス産業の生産性の向上 

サービス産業は、その立地場所における需要（人口密度）が高いほど生産性が
高くなり、立地が維持されて生活利便性の維持・向上が期待されます。 

行政コストの縮減、地価の維持・上昇 

コンパクトなまちでは行政サービスが効率化されコストが縮減されます。密度が
高いまちでは、地価が高く上昇幅が大きい（下落幅が小さい）傾向が見られます。 

健康の増進 

徒歩圏内で生活サービスを受けられるコンパクトな都市構造にすることで、
歩行機会が多く生活習慣病予防や医療費削減の効果が見られます。 

環境負荷の低減 

人口密度が高いほど、一人当たりの自動車交通による CO2 排出量が少なくな
り、環境負荷が少ない持続可能な都市環境の実現が期待されます。 

効果の発現により都市の持続性を高める（下記は効果の主な例） 
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３．計画の内容 

(1) 計画の位置づけ 

立地適正化計画は、都市計画マスタープランにおける将来都市像を実効性を持って進めるも

のであり、期限、具体的な都市機能、実現性を持った「都市計画マスタープランの“高度化版”」

と位置付けられます。 

都市計画マスタープラン（市町村の都市計画に関する基本的な方針）は、都市計画法第 18条

の２において「議会の議決を経て定められた当該市町村の建設に関する基本構想並びに都市計

画区域の整備、開発及び保全の方針」に即して策定するものと定められています。 

このため、「第８次那須町振興計画」との整合・連携を図るとともに、「那須都市計画区域マ

スタープラン」、「国土利用計画那須町計画」、「那須町都市計画マスタープラン」等との整合を

図ります。 

さらに、庁内の横断的な連携によるまちづくりの推進のため、関連する分野の個別計画とも

整合・連携を図ります。 

 

【上位計画・関連計画との関係及び整合・連携のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

個別都市計画の推進 

第８次那須町振興計画 

建設・上下水道分野 

農林振興分野 

観光商工分野 

定住分野 

生涯学習分野 

保健福祉分野 

教育・子育て分野 

企画・財政分野 

総務分野 等 

土地利用、都市施設、 

市街地開発事業、 

景観、環境保全 

国土利用計画那須町計画 即する 

国土利用計画栃木県計画 那須都市計画区域マスタープラン 

＊栃木県策定 

各分野との連携 

即する 

「那須町まち・ひと・しごと創生総合戦略」「那須町国土強靭化地域計画」 

「那須町地域公共交通計画」等の関連する計画との整合・連携 

都市計画マスタープラン 

那須町の都市計画に関す
る基本的な方針 （都市計
画法） 

コンパクト・プラス・ネット
ワークの都市構造による持
続可能なまちづくりの方針
（都市再生特別措置法） 

届出制度 

誘導区域内外における 

誘導施設の立地に係る 

届出、あっせん等 

立 地 適 正 化 計 画 
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(2) 対象区域 

  都市計画区域 26,044ha（行政区域面積：37,234ha） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 対象期間 

  令和９（2027）年度～令和 22（2040）年度   
 

       

計画対象区域：都市計画区域 

誘導区域の設定：用途地域 



- 8 - 

 

(4) 計画の構成 

はじめに（計画の目的・内容等） 

    計画の前提となる目的・構成・対象区域・対象期間等を整理します。 

    立地適正化計画制度の概要や意義等について整理します。 

 

第１章 都市の位置づけ・現状、都市構造上の課題 

    整合を図るべき上位計画と関連する部門の計画を整理するとともに、計画の基礎とな

る各種データ等を整理し、現況や都市構造上の特性を分析します。 

    上位計画等の位置づけに係る計画的視点、現況を踏まえた課題解消的視点により、都

市構造上の課題を整理します。 

 

第２章 まちづくり方針 

    計画で定める内容（誘導区域、誘導施設、誘導施策等）の前提となるまちづくり方針

及び都市の骨格構造（将来像）、誘導区域・誘導施策等の具体的内容に反映させるための

人口フレーム（人口規模・人口密度）、公共交通との連携方針を設定します。 

 

第３章 誘導区域 

    まちづくり方針や都市の骨格構造の実現に向け、都市機能及び居住の誘導区域、それ

らの区域への誘導を支援する方策、安全・安心な誘導区域への誘導を図るための防災指

針、誘導区域内外の移動環境を確保するための公共交通との連携方策を設定します。 

    併せて、都市計画マスタープランを踏まえた誘導区域以外のまちづくり方針を整理し

ます。 

 

第４章 誘導施策 

    都市機能・居住を誘導するための支援策として、国等による支援措置や都市計画上の

優遇措置、民間事業者が活用可能な施策を整理します。併せて、ネットワーク形成に向

けた公共交通部門との連携方策を整理します。 

 

第５章 施策の達成状況に関する評価方法 

    目指すべき都市構造の進捗を評価するための指標を設定し、その把握方法、検証体制、

評価スケジュール等を設定します。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

第 1 章 都市の位置づけ・現状、 

都市構造上の課題 
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１．上位計画・関連計画における位置づけ 

(1) 第８次那須町振興計画（令和８年３月） 

《町の将来像》みどり輝き 活気と笑顔あふれ ともに未来を創るまち 那須 

 

《まちづくりの骨格》 

 1) ゾーン 

   ・自然環境ゾーン：日光国立公園を中心とした良好な自然環境 

   ・田園・保養地ゾーン：森林・平地林、営農地（酪農）、集落 

   ・田園・平地林ゾーン：田園地帯における開発（別荘地、観光・レクリエーション・レ

ジャーなど） 

   ・活力創生ゾーン：拠点市街地・主要集落（黒田原地区、新高久周辺地区、菱喰内工業

団地、高久駅周辺地区） 

   ・田園・地場産業ゾーン：農村集落 

   ・森林ゾーン：八溝県立自然公園を中心とした良好な自然環境 
 

 2) 基幹軸 

   ・生活・産業・観光の基幹軸：東北縦貫自動車道、一般国道４号 

   ・生活の基幹軸：一般国道４号以東の国県道、北部広域農道（りんどうライン） 

   ・観光の基幹軸：一般国道４号以西の県道等 
 

【将来都市構造図】 

  

図の出典：第８次那須町振興計画 
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《基本計画》＊抜粋 

 基本目標１ 自然とともに暮らすまち 

 ・良好な生活環境の維持・形成（まちづくりの推進、良好な景観形成の推進、上下水道事業

の経営基盤の強化、安全な水の供給と水道施設の適切な管理、下水道施設の効率的な管理

運営と長寿命化） 

 ・都市基盤の維持・整備（公共交通ネットワークの維持・整備、広域公共交通の利便性向上

への取組、町道の整備と維持管理、広域幹線道路の整備、減災対策の推進） 

 ・秩序ある土地利用の推進（秩序ある土地利用の推進、効率的な地籍調査の実施） 

 ・全世代の定住化促進（住環境の整備、リビングシフトの推進） 

 

 基本目標２ 子育てと健康・福祉にやさしいまち 

 ・子ども・子育て支援環境の充実（子どもの安全確保と子育てを支援する生活環境の整備） 

 ・高齢者・障がい者福祉の充実 

 

 基本目標３ 産業振興により活力あふれるまち 

 ・国内外からの観光誘客の促進（観光交流拠点の整備促進、那須高原の渋滞対策） 

 ・商鉱工業の推進（工場立地の推進、地場産業の振興、中小企業の支援、商店街の振興、創

業支援や制度資金の利活用） 

 

 基本目標４ 安全で安心して暮らせるまち 

 ・防災・減災対策の推進（防災対策の推進、住民等の防災意識と知識の向上、地域防災力の

強化） 

 ・交通安全・防犯対策の推進（交通安全施設の整備） 

 

 基本目標５ 教育・文化・スポーツの充実したまち 

 ・学校教育環境の充実（安全・安心な教育環境の整備） 

 ・地域文化活動の推進（文化施設の充実と活用） 

 ・生涯スポーツの推進（スポーツ施設の整備） 

 ・人づくりの推進（生涯学習関連施設の充実） 

 

 基本目標６ 協働と行財政改革をすすめるまち 

 ・協働のまちづくりの推進（コミュニティ関連施設の整備、「小さな拠点」の形成）  
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(2) 那須町都市計画マスタープラン（令和３年３月） 

《計画のテーマ》 

 “みどり輝き活気と笑顔あふれるまち”を次代へつなぐ都市づくり  

  豊かな緑のふるさと・那須 

 

《計画の基本方針》 

 ・コンパクトなまちづくりに向けた土地利用の確立 

 ・道路交通・公共交通の連携による交通ネットワークの構築 

 ・コンパクトシティにおける市街地・集落の位置づけに応じた居住環境・都市基盤の整備 

 ・那須町らしい環境の保全と那須の地域資源を活かしたまちづくりのための有効活用 

 ・安全安心な生活・産業・観光等の活動基盤づくりに向けた防災機能の確保 

 ・那須ブランドを活かした観光・レクリエーション支援機能の充実 

 

《将来都市構造》 
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《土地利用の基本方針：住居系土地利用》 

 ・黒田原地区（都市活動拠点）：町の中心としてふさわしい住みよい環境づくり 
 

  ・交通環境を活かした生活サービス機能や居住の誘導、町内拠点とのネットワーク強化 

  ・黒田原駅周辺の拠点性強化（都市機能の集積、市街地の顔となるまちづくり） 

  ・定住を促進する住居系開発の誘導 

  ・近隣商業地域における生活サービス機能の維持・誘導 

  ・市街地内の空き家・空き地の有効活用 等 
 

 ・湯本地区（観光商業拠点）：観光拠点と共存する住みよい環境づくり 
 

  ・生活道路の整備 

  ・観光客・住民が利用する近隣商業機能の確保 

  ・商業地域における安全で快適な観光商業地としての環境づくり 

  ・「第１種住居地域」の住居系用途地域イメージを踏まえた居住の場として暮らしやすい

市街地環境への誘導 

  ・市街地内の空き家等の有効活用 等 
 

 ・高久駅周辺地区・新高久地区・芦野地区・伊王野地区：地域生活拠点としての環境づくり 
 

  ・高久駅周辺の安全性・快適性の確保、公共交通の利便性向上 

  ・住宅地における生活環境の向上 

  ・環境との共生に配慮した住居系土地利用の計画的な誘導（新高久周辺地区） 

  ・学校跡地や空き家・空き地の有効活用（芦野地区・伊王野地区） 等 
 

 ・別荘地：本町の特性を活かした定住の場としての環境づくり 
 

  ・移住・定住を支援する移動しやすい環境づくり 

  ・市街地・道の駅等の生活サービス機能を有する拠点等とのネットワーク形成 

  ・空き家・空き地の有効活用（住宅地やオープンスペースとしての利活用等） 等 
 

 

《都市施設整備の基本方針》 

 ・道路交通網：都市計画道路の整備、黒田原地区の補助幹線道路、観光拠点等における補助

幹線道路網 

 ・公共交通ネットワーク等：町民バス・鉄道駅周辺（運行の維持、利便性・効率性の向上、

公共交通に関する新技術導入の検討等）、湯本地区・那須高原地

区の交通マネジメント（渋滞対策等） 

 

《地域別構想：重点地区のまちづくり》 

 ・黒田原地区：市街地内の有効な土地利用の促進、黒田原駅周辺の整備、公共公益施設等の

集積、定住拠点の形成、市街地内の生活道路等 

 ・湯本地区：居住拠点の環境向上、温泉街のまちづくり、湯本市街地周辺の別荘地の環境向

上、都市計画道路の整備 
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(3) 那須都市計画区域マスタープラン（栃木県）（令和８年３月策定） 

《都市づくりの基本理念》 

 ・誰もが暮らしやすい集約型の都市づくり 

 ・誰もが安全でスムーズに移動できる都市づくり 

 ・災害に強くてしなやかな都市づくり 

 ・環境にやさしい脱炭素型都市づくり 

 ・本区域の魅力や強みを活かした都市づくり 

 

《将来都市構造》 

 ・拠点地区 地域拠点地区：黒田原地区 

       生活拠点地区：地域拠点地区周辺の住居系市街地、JR高久駅周辺地区、新高久

周辺地区、湯本地区等 

       産業拠点地区：菱喰内工業団地 

       観光・レクリエーション拠点地区：湯本地区、湯本温泉街周辺に広がる那須高

原地区、広谷地地区 

 ・基盤構造 道路軸：広域道路軸（東北縦貫自動車道、国道４号）、都市間道路軸（主要地方道

大子那須線、矢板那須線等）、都市内道路軸（主要地方道那須高原線等） 

       公共交通軸：鉄道（JR 東北本線）、その他公共交通（湯本地区・新高久周辺地

区・那須塩原市をつなぐ軸） 

  

将来市街地像図 

図の出典：那須都市計画区域マスタープラン 
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《主要用途の配置の方針》 

 ・住宅地 地域拠点地区：生活道路や公園、下水道などの必要な都市施設の整備、まちなみ

や景観にも配慮した利便性の高い住宅地の形成 

      生活拠点地区（湯本地区）：道路や下水道の整備による生活環境の向上、観光産業

と居住機能が共存する住宅地の形成 

 ・商業地 地域拠点地区：既存の商業機能向上、地区計画などの活用による景観に配慮した

魅力ある日常的商業地の形成 

      観光・レクリエーション拠点：都市計画道路の整備や地区計画などの活用、周辺

自然環境・景観と調和した宿泊施設・土産・沿道

型サービス施設を中心とした観光商業地の形成 

 

《土地利用の方針》 

 ・土地の高度利用 地域拠点地区：低未利用地・空き家・公的不動産などの既存ストックの

有効活用、まちなみ形成に配慮した商業・業務・居住空

間としての中密度の土地利用 

          生活拠点地区：既存都市基盤を活かしつつ日常生活に必要な都市機能の

集積、日常的に必要となる都市機能を維持できる人口密

度の確保 

 ・居住環境の改善・維持 地域拠点地区：道路・公園などの都市基盤の整備、地域資源の活

用、地区計画・建築協定・緑地協定などを活用し

たまちなみ形成の誘導 

             生活拠点地区：道路・公園などの既存都市基盤を活かした居住環

境の維持・改善、地域コミュニティの維持 

 

  土地利用構想図 

＊市街地部分拡大 

（湯本地区） 
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２．那須町の現状 

(1) 位置・地勢 

本町は、栃木県北部に位置し、東京より約 170km、宇都宮市より約 60kmの距離にあり、東京

からは東北新幹線や東北自動車道によって日帰りできる交通環境にあります。東は八溝山地を

境に福島県棚倉町に、西は那須塩原市に、南は大田原市に、北は福島県白河市及び西郷村に接

しています。日光国立公園及び八溝県立自然公園に指定され、山岳や高原等の景勝地、温泉地、

観光・レジャー施設が多い観光地、豊かな自然に囲まれた別荘地などとしても知られています。 

 

【位置図】 
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(2) 人口特性 

① 人口・世帯数 

本町の総人口は令和２年時点で 23,956人です。平成 12年をピークに減少しています。 

年少人口（15歳未満）、生産年齢人口（16歳から 64歳）は昭和 55年以降減少が続いており、

令和２年の年少人口は昭和時代の約３分の１となっています。一方老年人口（65歳以上）は一

貫して増加しており、平成 7年には年少人口を逆転し、以降少子高齢化が進行しています。 

世帯数は、増加傾向にあり令和２年の時点で 9,110 世帯、１世帯当たりの人員は 2.63 人と

なり、単身世帯や核家族化が進行しています。 

 

【総人口・３区分別人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【世帯数・１世帯あたりの人員の推移】 

  

6,078 6,002 5,305 4,741 4,054 3,513 3,136 2,570 2,154 

17,692 17,388 
17,209 

16,895 
16,945 

16,468 16,005 

13,692 
11,866 

3,054 3,399 4,156 5,112 5,932 6,684 7,573 

8,614 

9,690 

26,824 26,789 26,670 26,748 27,027 26,693 26,765 

24,919 
23,956 

S55 60 H2 7 12 17 22 27 R2

総人口

65歳以上

16歳～64歳

15歳未満

6,363 6,431 
6,688 

7,050 

7,669 
8,016 

8,699 8,564 
9,110 

4.22 4.17 3.99 3.79
3.52 3.33

3.08 2.91
2.63

S55 60 H2 7 12 17 22 27 R2

世
帯
数
（
戸
）

1世帯あたりの人員（人/世帯）

資料：国勢調査 

単位：人 
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② 年齢別人口の変化 

平成 12年を基準とした 10歳階級別の人口伸び率では、60歳台以上は増加、50歳台以下は

減少となっています。20 歳台の減少幅が大きく、令和 2 年時点で 20 年前の半数以下になって

います。0歳から 19歳の減少も多く、令和 2年時点で 20年前の約半数となっています。 

 

【年齢別人口の推移】 

 

  

0.53

1.00

0.57

0.47

0.73

0.70

0.85

1.42

1.64

3.29

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

H12 17 22 27 R2

0～9歳

10～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～79歳

80歳～

資料：国勢調査 
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③ 人口流出入 

就業者は流出超過の状況です。隣接する那須塩原市との往来が多くなっています。 

通学者は流入超過の状況です。隣接する市町村だけでなく、宇都宮市や小山市など遠方から

の流入が見られます。 

 

  【通勤流出】               【通勤流入】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【通学流出】               【通学流入】  

資料：国勢調査 
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(3) 土地利用特性 

① 土地利用状況 

北西部は日光国立公園区、南東部は八溝県立自然公園に含まれる豊かな自然環境で、山麓地

帯は別荘や観光施設が立地し、中央部は生活・生産等の基盤となる区域となっています。 

平成 28年と令和３年の土地利用状況に大きな変化は見られません。 

 

【土地利用現況図】 

  平成 27年 

令和２年 

資料：都市計画基礎調査 

山麓エリア
等における
別荘地 

八溝県立
自然公園 

日光国
立公園 
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② 用途地域内の土地利用状況 

黒田原地区内には、役場、小学校、中学校、高等学校などの公共施設、黒田原駅南側には商

店街、商店街周辺や主要地方道大子那須線沿線には住宅が立地しています。住宅地の周辺は田

畑が広がっています。 

湯本地区内は、宿泊施設が多く立地し、その周辺に住宅等が立地しています。 

両地区ともに、平成 27年と令和２年の土地利用状況に大きな変化は見られません。 

 

【土地利用現況図（用途地域）】 

  黒田原地区 

湯本地区 

平成 27年 令和２年 

平成 27年 令和２年 

資料：都市計画基礎調査 

黒田原駅周辺
における店舗
等の集積 

宿泊施設
等の集積 
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(4) 産業特性 

① 就業構造 

令和２年の就業人口は総数が 11,274 人で、内訳は第１次産業が約１割、第２次産業が約２

割、第３次産業が約６割となっています。第３次産業は平成２年から就業人口数の大きな変化

はありませんが、構成比が 2割ほど増加しています。一方、第１次産業は就業人口数、構成比

ともに平成２年の約半数に減少しています。 

 

【産業別就業人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 農業 

専業農家は減少しているものの平成 22 年以降増加に転じています。一方、兼業農家の減少

幅が大きく平成 2年から平成 27年にかけて３割以上減少しています。 

令和 7年の調査では、販売農家が 318戸、自給的農家が 951戸であり、農家数全体としては

平成 27年に比べ半数以下に減少しています。 

 

【農家数の推移】 

  

472 501 544 625 

23%

3,342 
19%

2,782 
18%

2,473 

15%

2,069 
13%

1,632 

13%

1,593 

13%

1,506 

29%

4,251 29%

4,177 27%

3,841 
24%

3,323 24%

2,971 
23%

2,676 
22%

2,507 

47%

6,857 
51%

7,345 
55%

7,695 
57%

7,747 59%

7,313 
59%

6,989 
59%

6,636 

14,450 14,304 14,009 
13,611 

12,417 
11,802 

11,274 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H2 7 12 17 22 27 R2

（人） 第３次産業 第２次産業 第１次産業

14,009

第３次産業 第２次産業 第１次産業

14,009

第３次産業 第２次産業 第１次産業

14,009

分類不可 

総数 

資料：国勢調査 

資料：農林業センサス（R2 以降調査項目の変更有） 

314 281 240 238 277 281 
販売農家

385 318 

569 
472 416 

254 266 209 

自給的農家

1,157 
951 

1,760 
1,717 

1,366

1,272 1,049
905

290 

358 
413 

407 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H2 7 12 17 22 27 R2 7

自給的農家 第2種兼業農家 第1種兼業農家 専業農家

（戸）

総数

2,643
2,470

2,312

2,122
2,005

1,802

1,542

1,269

■専業農家 

■第１種兼業農家（農業所得が主） 

■第２種兼業農家（農業所得以外が主） 

■自給的農家（家族用の生産が主） 

 

Ｒ２以降「■販売農家」 

Ｒ２以降「■自給的農家」 
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③ 工業 

事業者数や従業者数は減少傾向にありますが、製造品出荷額は増減を繰り返しながら緩やか

に増加しています。 

 

【事業所数・従業者数・出荷額の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

④ 商業 

店舗数、従業者数、年間販売額とも平成 24年に大きく減少した後に回復傾向を示しましたが、

令和３年には減少傾向に転じています。 

 

【店舗数・従業者数・年間販売額の推移】 

 

  

61 51 54 57 42 97 95 54 

321 
231 211 231 

158 

207 230 

184 

360 349
332 326

225 232

259

234

1,771
1,905

1,726

1,989

1,013
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0
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年間販売額:小売 年間販売額:卸売

店舗数 従業者数

年間販売額:小売 年間販売額:卸売

店舗数 従業者数

年間販売額:小売 年間販売額:卸売

店舗数 従業者数

年間販売額:小売 年間販売額:卸売

店舗数 従業者数

資料：工業統計、経済センサス活動調査、経済構造実態調査 

資料：商業統計、経済センサス活動調査 
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⑤ 観光 

観光入込客数、観光宿泊数ともに、平成 23 年の東日本大震災時、令和２年のコロナウイル

ス感染拡大時に大きく減少していますが、数年で回復し、令和６年時点で、観光入込客数は 562

万人、観光宿泊客数は 202万人と過去最高になっています。 

 

【観光客入込数・観光客宿泊数の推移】 

  

482 486 489 495 499 509 514 

390 

449 
480 471 480 485 472 

492 480 

348 

411 
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202 

0
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200

300

400

500

600

H16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5 6

(万人) 観光客入込数 観光客宿泊数

資料：栃木県観光客入込数・宿泊数推定調査 
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(5) 施設立地状況 

立地状況をみると、施設数は黒田原地区、湯本地区内が多くなっています。黒田原地区にお

いては行政・公益施設が、湯本地区を含む那須高原には観光施設が多く立地しています。 

黒田原地区及び湯本地区の用途地域においては概ね１km 圏内に生活サービス施設が集積し

ています。 

 

【施設立地状況図：全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施設立地状況図：市街地】 

 

  

500m 

湯本支所 

500m 

1km 

黒田原駅 

黒田原地区 湯本地区 

0 1km 0 1km 

用途地域にお
ける観光施設
の集積 

黒田原駅周辺にお
ける各種生活サー
ビス施設の集積 

那須高原にお
ける観光施設
等の集積 
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(6) 開発等の動向 

① 開発許可の状況 

平成 28 年の調査(平成 23 年～平成 27 年)では、黒田原駅北側で保育園整備のための開発が

されています。令和３年の調査(平成 28 年～令和２年)では、一般県道豊原高久線沿道に商業

施設整備のための開発がされています。 

いずれも用途地域内において行われ、用途地域外においては平成 28 年調査での工業系の開

発が行われています。 

 

【開発許可の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成 28年 令和３年 

資料：都市計画基礎調査 

用途地域内に
おける開発 
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② 農地転用の状況 

平成 28 年の調査(平成 23 年～平成 27 年)では、黒田原駅周辺でその他施設用地（保育園整

備）、商業用地、住宅用地への転用が見られます。令和３年の調査(平成 28年～令和２年)では、

商業用地、住宅用地への転用が見られます。 

また、用途地域外での転用が多く、新築では用途地域内の数値を大きく上回っているのが特

徴となっています。 

 

【農地転用の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
【農地転用件数】                   【参考：新築状況】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：都市計画基礎調査 ＊いずれも住宅用地のみ  
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③ 空き家の状況 

令和５年住宅・土地統計調査によると、本町の空き家戸数は 10,250 戸、空き家率は 61.7％

となっており、栃木県の平均（16.9％）に比べて空き家率が著しく高くなっています。これは、

本町の特色でもある多くの別荘やセカンドハウスが「二次的空き家」として空き家総数に含ま

れるためです。また、二次的空き家を除いた空き家率についても 20.0％で前回調査時(9.8％)

を大きく上回ります。 

 

【空家率・空家内訳の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【全国・栃木県との比較（令和５年）】 

 

 

 

 

 

 
 

資料：令和５年住宅・土地統計調査 
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(7) ハザードエリアの指定状況 

黒田原地区の用途地域においては、余笹川沿いに一部洪水浸水想定区域、土砂災害警戒区域

が指定されています。 

湯本地区の用途地域においては、主要地方道那須高原線及び湯川沿いが土砂災害警戒区域に

指定されており、特に土砂災害特別警戒区域のエリアが大きいのが特徴です。 

 

【ハザードの指定状況】 

  

資料：那須町ハザードマップ 

黒田原地区 

湯本地区 

湯本地区用途
地域内におけ
るハザード 

黒田原地区用
途地域内にお
けるハザード 
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(8) 公共交通の状況 

本町は鉄道駅を３駅、民間路線バスを２路線有し、町民バスを２路線、デマンド型乗合交通

を運行しています。民間路線バスの那須線は 1時間 1本の頻度で運行されており、多くの観光

客に利用されています。民間路線バス伊王野線や町民バス追分・黒磯駅線は高校生の通学に利

用されています。 

那須高原観光周遊バスは、平成 16年

に運行が開始し観光客を中心に利用

されています。 

デマンド型乗合交通は、町全域をカ

バーし、生活サービスを支援する移動

手段として利用されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【バス・デマンド・鉄道の状況】 

  

図の出典：とちぎの公共交通（R6） 

資料：各事業所路線図等に基づき作成 

【公共交通のカバー状況】 
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(9) 地価の状況 

令和 7 年時点の地価価格では、黒田原駅前通りの地点が 23,800 円／㎡と町内では最も高く

なっています。 

推移では、全体的に下落傾向が続いており、黒田原地区（寺子丙に係る地点）や湯本地区に

おいては下落幅が大きくなっています。 

栃木県平均との比較では、県平均の４割弱の割合で推移しています。 

 

【地価の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【栃木県平均との比較】 
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寺子丙字前原3番52 寺子丙字前原3番111 寺子丙字前原3番161 寺子丙字前原71番18 高久甲字愛宕前

豊原乙 高久乙字遅山 高久丙字海道上 湯本字新屋敷 高久甲字上ノ台
（円/㎡）

資料：地価公示価格・地価調査基準地価格 
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(10) 財政の状況 

公共施設等の維持・管理 ・修繕・更新等に係る費用の試算（「那須町公共施設等総合管理計

画」より）では、必要額が約 977 億円に対し、使用可能な財源が約 698 億円となり、令和 3７

(2055)年までの総額で約 279億円の不足が見込まれます。 

令和 5 年度の歳入総額は 156 億円で、10 年前と比べ約 30 億円増加、一方、歳出総額は 143

億円で、10年前と比べ約 24億円増加しています。このうち平成 25年と比べた投資的経費が大

きく減っており、維持・管理等に係る費用の不足が予測される中、投資に使える財源が減少し

ている状況にあります。 

 

【インフラ等の維持・管理に必要な費用について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：那須町公共施設等総合管理計画（H29.3） 

H30 R1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37  

施設等関連費用に必要な金額 
施設等関連費用に使用可能な金額 
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【財政状況】 

  

資料：那須町財政状況 

義務的経費

43.5億円

36%

投資的経費

23.3億円 20%

その他経費

52.7億円

44%

人件費

20.6億円

17%

扶助費

12.1億円

10%

公債費

10.8億円

9%

投資的経費

23.3億円

19%

物件費

20.7億円

17%

維持補修費

0.7億円

1%

補助費等

17.5億円

15%

積立金

0.3億円

0%

投資及び出資金・貸付

金 3.0億円 3% 繰出金

10.4億円

9%

平成25年度

歳出総額

119億円

義務的経費

54.0億円

38%

投資的経費

12.9億円

9%

その他経費

75.8億円

53%

人件費

22.6億円

16%

扶助費

19.6億円

14%

公債費

11.7億円

8%

投資的経費

12.9億円

9%

物件費

21.2億円

15%

維持補修費

1.1億円

1%

補助費等

21.8億円

15%

積立金

15.5億円

11%

投資及び出資金・貸付金

2.9億円

2%

繰出金

13.3億円

9%

令和5年度

歳出総額

143億円

■歳出(性質別)：平成 25 年度 ■歳出(性質別)：令和 5 年度 

自主財源

69.3億円

54%

依存財源

58.1億円

46%

町税 50.2億円

39%

使用料及び

手数料 3.3

億円

3%

繰越金

8.0億円

6%

その他

7.7億円

6%

地方交付税

15.4億円

12%

国庫支出金

18.4億円

14%

県支出金 7.8億円

6%

町債 10.6億円

8%

地方譲与税 1.6億円

1%

その他交付金 4.3億円

3%

平成25年度

歳入総額

127億円
自主財源

90.8億円

58%

依存財源

65.5億円

42%

町税 51.4億円

33%

使用料及び

手数料 2.5

億円

1.6%

繰越金

12.0億円

8%
その他

24.9億円

16%

地方交付税

24.5億円

16%

国庫支出金

16.4億円

10%

県支出金 9.0億円

6%

町債 5.5億円

4%

地方譲与税 2.0億円

1%
その他交付金 8.1億円

5%

令和5年度

歳入総額

156億円

■歳入：平成 25 年度 ■歳入：令和 5 年度 


